
平成12年３月期     中間連結決算短信 ＮＯ．１

平成１１年１１月１９日
上場会社名 株式会社 さ く ら 銀 行 上場取引所（所属部） 東証・大証各第一部
コード番号 ８３１４
本店所在地 東京都千代田区九段南一丁目３番１号
問合せ先 責任者役職名    総合企画部グループ長  

氏          名       境　　　　康     ＴＥＬ    ０３－３２３０－３１１１    
中間連結決算取締役会開催日　　平成１１年１１月１９日

１．11年9月中間期の業績（平成11年４月１日～平成11年9月30日）
（１）経  営  成  績

  経  常  収  益 （対前年中間期増減率）   経  常  利  益 （対前年中間期増減率）   中間(当期)純利益 （対前年中間期増減率）
 ％　　 百万円

 １１年９月中間期 （ 　－ 　） （ 　－ 　）　
 １０年９月中間期 　（   －   ） 　（   －   ） 　（   －   ）　
 １１年３月 期 　　 　　

 １ 株 当 た り 中 間 （当期） 純 利 益    潜在株式調整後１株当  

   たり中間(当期)純利益
円 銭 円 銭 

 １１年９月中間期 ８　　 ６３ ８　　 ５６
 １０年９月中間期
 １１年３月 期 　　 △１２４　　 ７２
（注）１．持分法投資損益     　１１年９月中間期　　３４７百万円　　　　　　　　　１０年９月中間期　　　　　　　―　百万円

　　　　 １１年３月期　　　　　６５５百万円
　　　２．会計処理の方法の変更　　　　　　　有　・　無

（２）財政状態

総 資 産 株主資本 株主資本比率 １株当たり 連結自己資本比率
株主資本 （　国 際 統 一 基 準  ）

　　　   百万円   　　　百万円   　　 ％ 円 銭 ％
 １１年９月中間期 ４．５ ３３８ ３０ １２．４３
 １０年９月中間期
 １１年３月 期 　　 ４．４ ３３１ ２８ １２．３３
（注）１．中間期末の有価証券の評価損益     　　　 　３２９，４４８　百万円　
　　　２．中間期末のデリバティブ取引の評価損益     ３１８，６２８　百万円　

(3)キャッシュフローの状況
営 業 活 動 に よ る 投 資 活 動 に よ る 財 務 活 動 に よ る 現金及び現金同等物
キャッシュフロー キャッシュフロー キャッシュフロー 期　　末　　残　　高

 １１年９月中間期 ４４４，４５２ △３７９，４０６ ３１，２１７ １，００３，９９７
 １０年９月中間期
 １１年３月 期 　　

（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項
　　　　連結子会社数　５０社　　　持分法適用非連結子会社数　８社　　　　持分法適用関連会社数　３０社

２．１２年3月期の業績予想（平成１１年4月1日～平成1２年3月31日）
経常収益 経常利益 当期純利益

百万円 百万円 百万円
  １２ 年 ３ 月 期 １，９００，０００ １３０，０００ ８０，０００
（参考）1株当たり予想当期純利益（連結） １６円 ８７ 銭 （単独） 　１５ 円 ８８ 銭

［参考］
当社（単独）の11年９月中間期の業績（平成11年4月1日～平成11年9月30日）
  経常収益 （対前年中間期増減率）  経常利益 （対前年中間期増減率）  中間純利益 （対前年中間期増減率）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
８１６，９７４ （△２０．９） ５７，４８４ （１２８．２） ３３，０７０ （  ２．６）

1株当たり中間純利益 総 資 産 株主資本
円　　　　 銭 百万円 百万円 　
６ ７４ 　　　４７，１４１，４７９ 　　　２，２４４，０１５

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。　　

               ％　　

　　　百万円

　４０，８０３　　  　（　 － 　）　　７４，０７５

△４７９，２６６             　　

２，１７４，４８６４９，０１５，００５

　　　百万円 百万円　

      　   ９１１，８３１
百万円 　                  　  ％

４８，８２５，９１５ ２，２０２，５５０

百万円   

　　　　　百万円

          ２，１３９，２２６               　　　　　 △７７６，１９０   　　          



ＮＯ．２
「平成11年９月中間期の業績」指標算式

○１株当たり中間（当期）純利益

中間（当期）純利益－優先株式配当金総額

期中平均普通株式数（自己株式及び子会社が所有する親会社株式を除く）

○１株当たり株主資本

期末株主資本－期末発行済優先株式数×発行価額

期末発行済普通株式数（自己株式及び子会社が所有する親会社株式を除く）

「平成１２年３月期の業績予想」指標算式

○１株当たり予想当期純利益

  予想当期純利益－予想優先株式配当金総額

期末（当期末）発行済普通株式数（自己株式及び子会社が所有する親会社株式を除く）



ＮＯ．３

株式会社さ く ら 銀 行

１．経営方針

（１）経営の基本方針

当行は発足以来、

・総合金融機関として最高の金融・情報サービスを提供する銀行

・地域社会とのふれあいを大切にし、お客さまとともに歩む銀行

・人間性にあふれ、働きがいのある銀行

の３つを経営理念としてステークホルダーズを重視した経営を行動の原理として掲げ、

その実現に向け努めており、高い企業倫理に従って透明で公正な事業活動を行うべく、

コンプライアンス遵守、顧客満足度（ＣＳ）向上、社会貢献活動（フィランソロピー）への積極的

取組を行っております。

（２）利益配分に関する基本方針

普通株式について、銀行業の公共性に鑑み、健全経営確保の観点から、適正な内部

留保の充実に意を用いるとともに、長期的収益動向を勘案し、過去の水準も踏まえ、

将来にわたり安定的な配当を行う方針です。また、優先株式につきましては、配当非

累積としておりますが、配当可能利益の状況と利益見通しに鑑み、発行後一斉転換

までの期間において継続して発行に際して取締役会の決議で定める所定の配当を支

払う方針です。

（３）責任ある経営体制の確立

グローバルな企業間競争環境のなかで、コーポレート・ガバナンスを強化するとともに、

スピード経営、人材の競争力向上等を通じて活力のある企業風土を醸成していく方針

です。平成１１年６月、取締役数をそれまでの４５人から１３人に大幅に削減し、今後の取締役

会の実効性と経営監視機能の一層の強化を図っていくとともに、業務執行の整備を行う

観点から執行役員制を導入し、業務執行のスピード・機動性を高めることとしました。

また、責任の明確化、株主価値の向上を念頭においた長期業績を含む成果連動型の役員

報酬体系へ改め、併せてストックオプションを導入いたしました。



（４）対処すべき課題 ＮＯ．４

金融セクターにおいては、昨年度において大手行への資本増強などの諸施策が講じられ、

金融システムに対する信頼感も回復し、総じて落ち着きを取り戻しておりますが、一方では、

再編成の流れは日本版ビッグバンの進展、ネットワーク社会の到来などの構造的変化を

受け、歴史的必然としてのスピードを急速に速めている状況にあります。

こうした環境の中、当行は、本年１０月、株式会社住友銀行と平成１４年４月までに完全

統合を前提とした全面提携について基本合意しました。両行は来るべき新世紀に向けて

更なる飛躍を遂げ、株主、お取引先の皆さまから確固たるご信頼を得て、内外金融・経済

の発展に貢献しうる強力な金融機関の構築を目指してまいる所存です。「より付加価値の

高い商品・サービスをお客さまに提供する金融事業を新たに立ち上げること」を統合の基

本理念としておりますが、確固たる相互信頼関係を礎として、両行夫々の強みを活かす形

で、競争力のある分野に経営資源の積極的な再配置を行い、新たな複合的金融事業を共同

で造り上げることを今後に向けての大きな経営ビジョンとしております。

当行は、本業である商業銀行業務を基幹事業として強化していくことを最大の戦略とし、

競争優位にあります国内最大の取引基盤を活かした企業取引の強化、邦銀トップの地位

にある個人向け ロー ンを はじ めと した 個人 取引 の拡 充や コン ビニ バン キン グ、

ブラウザバンキングなど次世代チャンネルの拡充といった方策を進めるとともに、

新インターネット／オンライン銀行や消費者向けの個人ローン事業会社の設立といった

業態を越えた提携戦略による独自のコンシューマー事業を打ち出しておりますが、

こうした取組を一段と強化すると同時に新銀行としての統合による合理化効果を享受

していくために「経営の健全化のための計画」におけるリストラ計画を一年前倒しで完了

させるなどの財務体質強化を図り、自己責任の貫徹と企業価値向上に向けた経営目標

を達成してまいります。



ＮＯ．５

株式会社さ く ら 銀 行

２．経営成績

（１）当中間期の概況

①業務全般に関する分析

当中間期の連結経常収益は９，１１８億円、経常費用は８，３７７億円となりました。

この結果、連結経常利益は７４０億円となりました。

これに、特別利益・特別損失、法人税・住民税及び事業税、法人税等調整額、少数株主利益

を加減しました結果、中間純利益は４０８億円となりました。

所在地別セグメント情報につきましては、国内が５２６億円、米州が８１億円、欧州が３９億円、

ｱｼﾞｱ・ｵｾｱﾆｱが９６億円の経常利益となりました。

以下、このうちの太宗を占めます銀行の業績について説明いたします。

当中間期の経常収益は前年中間期比２，１６１億円減少の８，１６９億円、経常費用は前年

中間期比２，４８４億円減少の７，５９４億円となりました。

この結果、経常利益は前年中間期比３２２億円増加の５７４億円となりました。

これに、特別利益・特別損失、法人税・住民税及び事業税、法人税等調整額を加減しました

結果、中間純利益は３３０億円となりました。

銀行の本業での利益を示す業務純益（一般貸倒繰入前）は、１，５９０億円と前中間期に比べ

９７億円の増加となりました。これは、国債等債券売却益が減少する一方、貸出金利鞘の拡大と

個人ローン増加により資金利益が増加し、経費がリストラにより減少したことが主因であります。

国債等債券損益を除いたベースのコア業務純益は前中間期に比べ４０４億円増加の１，５９４

億円となり、着実に収益が増加しております。

② キャシュ・フローの状況

当中間期のキャシュフローにつきましては、資金の運用・調達や貸出金・預金の増減等の

営業活動によるものが４，４４４億円、有価証券の取得・売却や動産不動産の取得・売却等

の投資活動によるものが３，７９４億円のマイナス、劣後調達の増加等の財務活動による

ものが３１２億円となり、中間期末の現金及び現金同等物（日本銀行への預け金）の残高は、

１０，０３９億円となりました。



（２）通期の見通し ＮＯ．６

①業務全般に全般に関する見通し

１２年３月期の連結経常収益は１９，０００億円、連結経常利益は１，３００億円、連結当期純

利益は８００億円の見込みであります。

なお、銀行の経常収益は１７，０００億円、経常利益は１，２５０億円、当期利益は７６０億円

の見込みであります。

②通期の利益配分に関する見通し

普通株式につきましては、期末は中間と同額の３円とする予定であります。

優先株式につきましては、所定のとおり第二回優先株式は期末７円５０銭、第三回優先株式は

期末６円８５銭の予定であります。

③「経営の健全化のための計画」の着実な履行

引き続き、信用コストに見合った利鞘の確保等による国内貸出損益の改善、個人ローンの

増強、投資信託等の新種商品販売等による粗利益の増強と同時に、リストラによる経費の削減

を行い「経営健全化のための計画」に掲げた１２年３月期の収益計画を着実に履行してまい

ります。



NO.7

株式会社さくら銀行

「コンピュータ西暦２０００年問題について」

１．当行の対応状況等

（１）取組み方針

当行では、西暦２０００年問題への対応を経営の最重要課題の１つとして位置付け、国内外営業店・子会

社・関連会社を含め対応を進めております。

１９９６年７月より取組みを開始し、１９９９年６月をもってコンピュータ・システムや設備などの対応

および危機管理計画の策定を完了いたしました。その後は、危機管理計画に基づき作成した業務

継続マニュアルに沿った模擬訓練や緊急時連絡体制の確認などを行い、危機管理計画の見

直しや精緻化を進めてまいりました。年末年始に向けて、危機管理計画の行内周知徹底を

図るとともに、危機管理への監視体制を強化しております。

（２）取組み体制

当行では、「２０００年問題対策委員会」が西暦２０００年問題全体への対応推進および進捗状況の把握･

管理を行っております。この委員会は、戦略部門及び経営基盤部門の担当役員を正副委員長とし、本部関

係各部の部長をメンバーとする部門横断的な組織となっております。対策委員会でとり上げた内容は、経

営会議、取締役会において経営陣に報告しております。

（３）コンピュータ･システムや設備などの対応状況

①行内システム

預金・為替など銀行業務のシステムについては、２０００年日付に設定した総合確認テストにおいて、

正常に処理できることを確認いたしました。また、海外拠点を含めた全てのシステムについて１９９

９年６月に対応が完了いたしました。

②金融ネットワークシステムとの接続テスト

金融ネットワークシステム（全銀システム、日銀ネット、SWIFT等）ならびに世界の主要決済システ

ムとの接続テストは、１９９９年６月までに終了し、いずれも正常稼働を確認しております。

③お客さまとの確認テスト

ＥＢサービスならびに磁気媒体（ＭＴ、ＦＤ等）でデータ交換をご利用のお客さまに対しましては、

１９９９年３月より多数のお客さまに確認テストを実施いただいておりますが、引き続き確認テスト

をご希望のお客様には可能な限り対応をさせていただきます。

④設備・機器

貸金庫・入退館システム・警備システム等の建物内設備、事務機器、通信機器につきましては、１９

９９年５月までに対応が完了いたしました。

２．危機管理への取組みについて

西暦２０００年問題は、コンピュータ・システムのみならず銀行を取り巻く環境においてもさまざまなリ

スクが存在していると認識し、リスクの洗出しを行った上でそれぞれのリスクを出来る限り小さくすべく

軽減策を講じておりますが、不測の事態が発生した場合にも、事業が継続できる危機管理計画を１９９９

年６月に策定いたしました。

その後は、１９９９年１１月末を目途に営業店での実地訓練や情報連絡体制の訓練など各種プラン



NO.8

の試行を行い、危機管理計画の精緻化を実施しております。それと並行して、お客さまの危機管理計画と

の擦りあわせの結果や、環境変化などを考慮しより現実的な対応策となるよう全力をあげて取り組んでお

ります。

さらに、最終仕上げとして、年末年始に向けて危機管理計画の行内周知徹底を図るととも

に、危機管理への監視体制の強化を進めてまいります。

また、１９９９年９月にインフォメーションセンターを設置し、関係当局、他金融機関、金融ネットワー

ク運営主体や関連各部などとの連絡窓口の一本化を図るとともに、問題が集中して発生する危険性が高い

年末年始や閏日（２月２９日）前後においては対策本部を設置し、緊急対応ができる体制といたします。

３．子会社・関連会社の対応状況

当行の国内外子会社・関連会社の対応につきましては、銀行と連携を取りながら遺漏なく進捗管理を行な

ってまいりました。

お客さまに提供するサービスに関わる子会社・関連会社のシステムにつきましては、１９９９年６月まで

に対応を完了いたしております。また、子会社・関連会社の危機管理計画は１９９９年６月までに策定を

完了しております。

１９９９年７月以降も訓練の実施等による危機管理計画の精緻化や年末年始に向けての

連絡体制整備を指導しており、銀行としても十分な管理を実施しております。

４．対応費用

西暦２０００年問題への対応に要する費用は、総額で８０億円程度になる見通しです。本費用は銀行本体

および国内外の主な子会社・関連会社の対応に要する費用の総額であり、大部分をコンピュータ・システ

ムへの対応に要しております。

具体的には、①西暦２０００年問題のために実施した旧型機器の入替費用、オペレーティングシステム等

メーカー提供プログラムや行内開発プログラムへの対応、さらには万全を期すために実施している各種確

認テストに要する費用、設備・通信機器等、マイクロチップ搭載機器への対応や各種ＥＢサービスへの対

応に要する費用で約７８億円、②本年６月に策定いたしました危機管理計画を遂行するための費用で約２

億円、として計上いたしております。本年３月末比で約２億円増加いたしておりますが、それは上記②に

関する費用が増加したことが要因となっております。



中  間  連  結  貸  借  対  照  表 ＮＯ．９

平成１１年　９月　３０日現在

株式会社さ く ら 銀 行
(単位：百万円)

科　　　　　　　目 金　　　額 科　　　　　　　目 金　　　額
(資  産  の  部) (負  債  の  部)

現   金   預   け   金 1,465,029  預                金 31,993,259  

コ  ー  ル  ロ  ー  ン 51,025  譲   渡   性   預   金 2,308,054  

買  入  金  銭  債  権 18,868  コールマネー及び売渡手形 2,403,540  

特  定  取  引  資  産 1,443,889  コマーシャル・ペーパー 69,000  

金   銭   の   信   託 107,843  特  定  取  引  負  債 563,345  

有     価     証     券 6,612,666  借        用        金 1,621,683  

貸        出        金 32,592,302  外　　 国　　 為　　 替 56,582  

外     国     為     替 292,519  社          　　　　   債 844,654  

そ   の   他   資   産 3,123,043  転     換     社     債 2,208  

動   産   不   動   産 804,778  そ   の   他   負   債 4,017,374  

繰　延　税　金　資　産 670,232  貸   倒   引   当   金 593,486  

支  払  承  諾  見  返 1,643,713  退 職 給 与 引 当 金 39,602  

債権売却損失引当金 109,259  

特 別 法 上 の 引 当 金 12  

繰　延　税　金　負  債 527  

再評価に係る繰延税金負債 48,869  

支    払    承    諾 1,643,713  

負  債  の  部  合  計 46,315,174  
（少数株主持分）

少  数  株  主  持  分 308,190  
(資　本  の  部)

資        本        金 1,042,706  

資   本   準   備   金 899,521  

再  評  価  差  額  金 67,347  

連　 結   剰　 余   金 193,991  

　　　　　　　計 2,203,567  

自    己    株    式 15  

子会社の所有する親会社株式 1,000  

資  本  の  部  合  計 2,202,550  

負債、少数株主持分
資  産  の  部  合  計 48,825,915  　　　　及び資本の部合計 48,825,915  



注　 ＮＯ．１０

１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

２．金利、通貨の価格、有価証券市場における相場その他の指標に係る短期的な変動、市場間の格差等を利用して利益を得る等の

目的（以下「特定取引目的」）の取引については、取引の約定時点を基準とし、中間連結貸借対照表上「特定取引資産」及び

「特定取引負債」に計上しております。

特定取引資産及び特定取引負債の評価は、有価証券及び金銭債権等については中間連結決算日の時価により、スワップ・先物・

オプション取引等の派生商品については中間連結決算日において決済したものとみなした額により行っております。

３．有価証券の評価は、移動平均法による原価法により行っております。なお、有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信

託において信託財産として運用されている有価証券の評価についても同じ方法により行っております。

４．親会社、国内子会社及び子法人等の動産不動産の減価償却はそれぞれ次の方法により年間見積額を期間により按分し計上して

おります。

　　　　　　　　建　物　　定率法を採用し、税法基準の償却率による。

                          ただし、平成１０年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備を除く）については、

                          定額法を採用し、税法基準の償却率による。

　　　　　　　　動　産　　定率法を採用し、税法基準の償却率による。

　　　　　　　　その他　　税法の定める方法による。

　その他の連結される子会社及び子法人等の動産不動産については、資産の見積耐用年数に基づき、主として定額法により償

却しております。

５．親会社の外貨建資産・負債については、主として中間連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。連結される子

会社及び子法人等の外貨建資産・負債については、それぞれの中間決算日等の為替相場により換算しております。

６．親会社の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。

まず、当行の信用格付制度により取引先を１０段階に区分し、更にそれらの取引先を自己査定に基づき、日本公認会計士協会

銀行等監査特別委員会報告第４号「銀行等金融機関の資産の自己査定に係る内部統制の検証並びに貸倒償却及び貸倒引当金の

監査に関する実務指針」に規定する、正常先債権・要注意先債権・破綻懸念先債権・実質破綻先債権・破綻先債権に分類して

おります。

正常先債権及び要注意先債権に相当する債権については、一定の種類毎に分類し、過去の一定期間における各々の貸倒実績か

ら算出した貸倒実績率等に基づき引き当てております。

破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額を控

除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断して必要と認める額を引き当てております。

破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、下記直接減額後の帳簿価額から担保の処分可能見込額及び保証に

よる回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。

また、特定海外債権については、対象国の政治経済情勢等に起因して生ずる損失見込額を特定海外債権引当勘定（租税特別措

置法第５５条の２の海外投資等損失準備金を含む）として引き当てております。

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業部店及び本部各部が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監査

部が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。

連結される子会社及び子法人等の貸倒引当金は、過去の貸倒実績等を勘案して必要と認めた額を引き当てております。

なお、破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する担保・保証付債権については、債権額から担保の評価額及び保証による回収

が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、その金額は１，５３８，２３２

百万円であります。

７．親会社の退職給与引当金は、自己都合退職による期末要支給額を基準として年間繰入見積額を期間により按分し、中間期末要

支給額に相当する額を引き当てております。

なお、親会社は退職金制度の一部に調整年金制度を採用しており、また、主要な連結される子会社及び子法人等も年金制度を

採用しております。

８．親会社及び国内子会社は、株式会社共同債権買取機構に売却した不動産担保付債権の担保価値を勘案し、将来発生する可能性

のある損失を見積もり、必要と認められる額を債権売却損失引当金として引き当てております。

なお、この引当金は商法第２８７条ノ２に規定する引当金であります。

９．親会社及び国内の連結される子会社及び子法人等のリース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。

10. 親会社及び国内の連結される子会社及び子法人等の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

11. 特別法上の引当金は、次のとおり計上しております。

 金融先物取引責任準備金  ９百万円　　金融先物取引法第８２条の規定に基づく準備金であります。

 証券取引先物準備金　　　２百万円　　証券取引法第５１条の規定に基づく「証券会社に関する命令」第３５条に定めるとこ

　　　　　　　　　　　　　　　　　 　ろによる準備金であります。



ＮＯ．１１

12. 動産不動産の減価償却累計額２８３,８４６百万円

13. 動産不動産の圧縮記帳額３４，３９３百万円

14. 貸出金のうち、破綻先債権額は１９９，６０４百万円、 延滞債権額は１，１８９，００８百万円であります。

なお、破綻先債権とは、自己査定の結果や元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又

は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「

未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和４０年政令第９７号）第９６条第１項第３号のイからホま

でに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利

息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。

15. 貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は７１，６００百万円であります。

なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び

延滞債権に該当しないものであります。

16. 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は２７８，７２３百万円であります。

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返

済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当

しないものであります。

17. 破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は１，７３８，９３６百万円であります｡

18. 土地の再評価に関する法律（平成１０年３月３１日公布法律第３４号）に基づき、事業用の土地については再評価を行い、評

価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除し

た金額を「再評価差額金」として資本の部に計上しております。

  再評価を行った年月日    平成１０年３月３１日

  同法律第３条第３項に定める再評価の方法  

土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年３月３１日公布政令第１１９号）第２条第５号

に定める不動産鑑定士又は不動産鑑定士補による鑑定評価に基づいて、奥行価格補正、時点修

正、近隣売買事例による補正等合理的な調整を行って算出

19. 借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金７２９，１２１百万円が

含まれております。

20. 社債のうち、永久劣後特約付社債は８３４，６０１百万円であります。

21. １株当たりの純資産額        ３３８円３０銭



中  間  連  結  損  益  計  算  書 ＮＯ．１２

自 平成１1年４月  １日 
  至 平成１１年９月３０日

株式会社 さ く ら 銀 行
(単位：百万円)

　　　　　　　科　　　　　　　　目 金　　　　　　　額

経  常  収  益 911,831 

　資 金 運 用 収 益 730,672 

  　（う　ち　貸　出　金　利　息） （ 383,469 ）

　  （うち有価証券利息配当金） （ 61,013 ）

　役 務 取 引 等 収 益 85,163 

　特 定 取 引 収 益 9,587 

　そ の 他 業 務 収 益 35,729 

  そ の 他 経 常 収 益 50,678 

経  常  費  用 837,756 

　資 金 調 達 費 用 402,380 

  　（う　ち　預   金   利   息） （ 80,005 ）

　役 務 取 引 等 費 用 25,676 

　特 定 取 引 費 用 983 

　そ の 他 業 務 費 用 13,867 

　営    業 　 経 　 費 259,051 

　そ の 他 経 常 費 用 135,795 

経  常  利　益　 74,075 

特  別  利  益 6,321 

特  別  損  失 3,822 

税金等調整前中間純利益 76,574 

法人税、住民税及び事業税 7,397 

法 人 税 等 調 整 額 18,615 

少  数  株  主  利　益　 9,758 

中　間  純  利　益 40,803 

注

１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

２．１株当たり中間純利益金額　８円６３銭

３．潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額　８円５６銭

４．特定取引目的の取引については、取引の約定時点を基準とし、当該取引からの損益を中間連結損益計算

　　書上「特定取引収益」及び「特定取引費用」に計上しております。

　　特定取引収益及び特定取引費用の損益計上は、当中間連結会計期間中の受払利息等に、有価証券、金銭

　　債権等については前連結会計年度末と当中間連結会計年度末における評価損益の増減額を、派生商品に

　　ついては前連結会計年度末と当中間連結会計期間中におけるみなし決済からの損益相当額の増減額を加

　　えております。

５．「その他経常収益」には、株式等売却益２１，７３８百万円を含んでおります。

６．「その他経常費用」には、貸出金償却５６，４５８百万円を含んでおります。



中 間 連 結 剰 余 金 計 算 書 ＮＯ．１３

 自 平成１1年４月 １ 日 
  至 平成１１年９月３０日

株式会社さ く ら 銀 行

　　(単位：百万円)

　科　　　　　　　　目 　金　　　　　額

連結剰余金期首残高 164,329  

連結剰余金増加高 1,225  

　　　再評価差額金取崩 1,225  

連結剰余金減少高 12,366  

  　　配        当        金 12,366  

中　間   純  利　益  40,803  

連結剰余金中間期末残高 193,991  

(注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。



ＮＯ．１４
中間連結キャッシュ・フロー計算書

株式会社さくら銀行
（金額単位：百万円）
当中間連結会計期間
自  平成11年４月１日
至  平成11年９月30日

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前中間純利益 76,574
減価償却費 17,334
連結調整勘定償却額 577
貸倒引当金の増加額 13,579
持分法による投資損益（△） △ 347
債権売却損失引当金の増加額 △ 6,273
退職給与引当金の増加額 △ 2,310
資金運用収益 △ 730,672
資金調達費用 402,380
有価証券関係損益（△） △ 3,259
金銭の信託の運用損益（△） 557
為替差損益（△） 58,604
動産不動産売却損益（△） △ 1,530
特定取引資産の純増（△）減 △ 25,021
特定取引負債の純増減（△） 201,308
貸出金の純増（△）減 180,238
預金の純増減（△） 966,502
コールローン等の純増（△）減 661
債券借入取引担保金の純増（△）減 △ 135,513
コールマネー等の純増減（△） △ 455,870
債券貸付取引担保金の純増減（△） △ 550,235
預け金（日銀預け金を除く）の純増（△）減 27,111
外国為替（資産）の純増（△）減 16,849
外国為替（負債）の純増減（△） 34,229
資金運用による収入 622,365
資金調達費用による支出 △ 461,783
その他 208,812
     小計 454,869
法人税等の支払額 △ 10,417
営業活動によるキャッシュ・フロー 444,452

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー
有価証券の取得による支出 △ 2,044,075
有価証券の売却による収入 1,412,599
有価証券の償還による収入 188,220
金銭の信託の増加による支出 △ 19,120
金銭の信託の減少による収入 66,363
動産不動産の売却による収入 24,867
動産不動産の取得による支出 △ 8,261
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 379,406

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー
劣後特約付社債の増加による収入 50,000
配当金支払額 △ 12,366
少数株主への配当金支払額 △ 6,415
財務活動によるキャッシュ・フロー 31,217

Ⅳ．現金及び現金同等物に係る換算差額 2,236
Ⅴ．現金及び現金同等物の増加額 98,501
Ⅵ．現金及び現金同等物の期首残高 905,496
Ⅶ．現金及び現金同等物の中間期末残高 1,003,997
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(中間決算説明資料)    株式会社  さ く ら 銀 行

比 較 中 間 連 結 貸 借 対 照 表  (主要内訳)

 (単位:百万円)

 平成１１年  平成１０年   比      較 平成１０年度末   比     較

      科              目  中間期末(A)  中間期末(B)  (A) － (B)   (要 約)(C) (A) － (C)

    ( 資   産   の   部 )

 現    金    預    け    金 1,465,029 1,415,978 49,051 

 コ   ー   ル   ロ   ー   ン 51,025 69,974 △ 18,949 

 買   入   金   銭   債   権 18,868 3,292 15,576 

 特   定   取   引   資   産 1,443,889 1,448,784 △ 4,895 

 金    銭    の    信    託 107,843 156,474 △ 48,631 

 有      価      証      券 6,612,666 6,264,893 347,773 

 貸          出          金 32,592,302 32,962,873 △ 370,571 

 外      国      為      替 292,519 309,438 △ 16,919 

 そ    の    他    資    産 3,123,043 2,967,669 155,374 

 動    産    不    動    産 804,778 755,966 48,812 

 繰   延   税   金   資   産 670,232 689,017 △ 18,785 

 支   払   承   諾   見   返 1,643,713 1,970,640 △ 326,927 

    資  産  の  部  合  計 48,825,915 49,015,005 △ 189,090 

    ( 負   債   の   部 )

 預                       金 31,993,259 30,632,773 1,360,486 

 譲    渡    性    預    金 2,308,054 2,735,842 △ 427,788 

 コールマネー及び売渡手形 2,403,540 2,327,705 75,835 

 コマーシャル ・ ペーパー 69,000 567,000 △ 498,000 

 特   定   取   引   負   債 563,345 381,077 182,268 

 借          用          金 1,621,683 1,677,674 △ 55,991 

 外      国      為      替 56,582 22,378 34,204 

 社                      債 844,654 912,397 △ 67,743 

 転      換      社      債 2,208 2,208 -            

 そ    の    他    負    債 4,017,374 4,433,381 △ 416,007 

 貸    倒    引    当    金 593,486 666,692 △ 73,206 

 退  職  給  与  引  当  金 39,602 42,156 △ 2,554 

 債 権 売 却 損 失 引 当 金 109,259 115,532 △ 6,273 

 特  別  法 上 の 引 当  金 12 12 0 

 繰   延   税   金   負   債 527 -            527 

 再評価に係る繰延税金負債 48,869 49,462 △ 593 

 支      払      承      諾 1,643,713 1,970,640 △ 326,927 

    負  債  の  部  合  計 46,315,174 46,536,936 △ 221,762 

    ( 少 数 株 主 持 分 )

 少   数   株   主   持   分 308,190 303,581 4,609 

    ( 資   本   の   部 )

 資          本          金 1,042,706 1,042,706 -            

 資    本    準    備    金 899,521 899,521 -            

 再   評   価   差   額   金 67,347 68,868 △ 1,521 

 連　  結    剰　  余    金 193,991 164,329 29,662 

計 2,203,567 2,175,425 28,142 

 自      己      株      式 15 3 12 

 子会社の所有する親会社株式 1,000 934 66 

    資  本  の  部  合  計 2,202,550 2,174,486 28,064 

負債、少数株主持分

　　　及び資本の部合計 48,825,915 49,015,005 △ 189,090 
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(中間決算説明資料)     株式会社  さ く ら 銀 行

 比 較 中 間 連 結 損 益 計 算 書(主要内訳)

 (単位:百万円)

平成１１年 平成１０年  比     較 平成１０年度

      科          目 中 間 期 (A) 中 間 期 (B)  ( A - B ) (要  約) (C)

 経     常     収     益 911,831 2,139,226 

   資 金  運  用  収  益 730,672 1,629,912 

  (うち貸 出 金 利 息) ( 383,469 ) ( ) ( ) ( 905,229 )

  (うち有価証券利息配当金) ( 61,013 ) ( ) ( ) ( 146,093 )

   役  務  取 引 等 収 益 85,163 187,311 

   特  定  取  引  収  益 9,587 23,788 

   そ  の 他  業 務 収 益 35,729 104,503 

   そ  の 他  経 常 収 益 50,678 193,710 

 経     常     費     用 837,756 2,915,416 

   資  金  調  達  費  用 402,380 1,027,406 

  (う ち 預 金 利 息) ( 80,005 ) ( ) ( ) ( 320,664 )

   役  務  取 引 等 費 用 25,676 71,316 

   特  定  取  引  費  用 983 －

   そ  の 他  業 務 費 用 13,867 40,725 

   営     業    経     費 259,051 517,241 

   そ  の 他  経 常 費 用 135,795 1,258,726 

 経     常     利     益 74,075 △ 776,190 

 特     別     利     益 6,321 73,995 

 特     別     損     失 3,822 4,063 

 税金等調整前中間(当期)純利益 76,574 △ 706,257 

 法人税、住民税及び事業税 7,397 10,582 

 法 人 税 等 調 整 額 18,615 △ 228,401 

 少  数  株  主  利  益 9,758 △ 9,172 

 中 間  (当 期） 純 利 益 40,803 △ 479,266 
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                  中間連結財務諸表の作成方針     株式会社  さ く ら 銀 行

（１）連結の範囲に関する事項

①連結される子会社及び子法人等 ５０社

　　主要な会社名
Ｍａｎｕｆａｃｔｕｒｅｒｓ  Ｂａｎｋ
さくら証券株式会社
Sakura Finance International Limited
Sakura Global Capital, Inc．

　　なお、わかしお信用保証株式会社は、設立により当中間連結会計期間から
連結しております。
　　また、Sakura Bank (Schweiz)　AG、さくら新宮代理店株式会社は清算により、
他２社は合併により除外しております。

②非連結の子会社及び子法人等

　　主要な会社名
株式会社さくら総合研究所

　　非連結の子会社及び子法人等の総資産、経常収益、中間純損益（持分に
見合う額）及び剰余金（持分に見合う額）のそれぞれの合計額は、いずれも中
間連結財務諸表に重要な影響を及ぼさないため、連結の範囲から除外しております。

（２）持分法の適用に関する事項

①持分法適用の非連結の子会社及び子法人等、関連法人等 38社

　　主要な会社名
Ｆａｒ  Ｅａｓｔ  Ｂａｎｋ  ａｎｄ  Ｔｒｕｓｔ  Ｃｏｍｐａｎｙ

②持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等、関連法人等

　　主要な会社名
Sakura　Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ　Ｓｙｓｔｅｍｓ(USA)，Ｉｎｃ．

　　非連結の子会社及び子法人等、関連法人等の中間純損益（持分に見合う額）
及び剰余金（持分に見合う額）のそれぞれの合計額は、いずれも中間連結財務諸
表に重要な影響を及ぼさないため、持分法を適用しておりません。

（３）連結される子会社及び子法人等の中間決算日等に関する事項

①連結される子会社及び子法人等の中間決算日は次のとおりであります

４月末日 １社
６月末日 １９社
７月末日 ４社
９月末日 ２６社

②４月末日を中間決算日とする連結される子会社及び子法人等は、９月末日現在
　で実施した仮決算に基づく財務諸表により、またその他の連結される子会社及び
　子法人等は、それぞれの中間決算日の財務諸表により連結しております。
　　中間連結決算日と上記の中間決算日等との間に生じた重要な取引については、
　必要な調整を行っております。

(4)会計処理の方法

変更なし

(5)中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、連結貸借対照表上
の「現金預け金」のうち現金および日本銀行への預け金であります。
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       セ グ メ ン  ト 情 報     株式会社  さ く ら 銀 行

１．事業の種類別セグメント情報
連結会社は銀行業以外に一部で証券、信託、ﾘｰｽ等の事業を営んでおりますが、それらの事業の全
セグメントに占める割合が僅少であるため、事業の種類別セグメント情報は記載しておりません。

２．所在地別セグメント情報
当中間連結会計期間（自  平成11年4月1日  至  平成11年9月30日） （金額単位：百万円）

消去又は

国   内 米  州 欧州
ｱｼﾞｱ･
ｵｾｱﾆｱ 計 全   社 連   結

経常収益
(1)外部顧客に対する経常収益 740,266 66,772 42,762 62,029 911,831 － 911,831
(2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部経常収益 101,418 45,663 11,784 5,812 164,678 (164,678) －

計 841,684 112,436 54,546 67,842 1,076,510 (164,678) 911,831
経  常  費  用 788,988 104,293 50,584 58,234 1,002,100 (164,344) 837,756
経  常  利  益 52,696 8,143 3,961 9,607 74,409       (334) 74,075

前連結会計年度（自  平成10年4月1日  至  平成11年3月31日） （金額単位：百万円）
消去又は

国   内 米  州 欧州
ｱｼﾞｱ･
ｵｾｱﾆｱ 計 全   社 連   結

Ⅰ経常収益
(1)外部顧客に対する経常収益 1,602,689 188,936 168,259 179,341 2,139,226 － 2,139,226
(2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部経常収益 172,340 101,640 1,951 2,325 278,257 （278,257） －

計 1,775,029 290,576 170,210 181,666 2,417,484 （278,257） 2,139,226
経  常  費  用 2,555,086 292,774 176,029 169,107 3,192,997 （277,580） 2,915,416
経  常  利  益 △ 780,057 △ 2,198 △ 5,819 12,558 △ 775,514 （      676） △ 776,190
Ⅱ 資            産 45,516,552 2,577,289 1,070,154 2,887,072 52,051,068  (3,036,064) 49,015,005

(注）前連結会計年度及び当中間連結会計年度については、当行の本支店及び連結子会社について、地理的近
接度、経済活動の類似性、事業活動の相互関連性等を考慮して国内と地域ごとに区分の上、一般企業の売上
高及び営業利益に代えて、それぞれ経常収益及び経常利益を記載しております。

3.海外経常収益 （金額単位：百万円）
期　　　　　別 海外経常収益      連結経常収益 海外経常収益の連結

経常収益に占める割合

当中間連結会計期間 ％
　自  平成11年4月 1日  171,564 911,831 18.8
  至  平成11年9月30日

(注）１．一般企業の海外売上高に代えて、従来、「国際業務経常収益」を記載しておりましたが、
　　海外取引の実態をより正確に反映させるため、当中間連結会計期間からは海外経常収益
　　を記載しております。
２．海外経常収益は、親会社の海外店取引、並びに海外連結子会社の取引に係る経常収益（た
　　だし、連結会社間の内部経常収益を除く）で、相手先別の区分はしていないため、国又は地
      域毎のセグメント情報は記載しておりません。 

       生産、受注及び販売の状況

銀行業における業務の特殊性のため、該当する情報がないので記載しておりません。
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（添付資料）有価証券の時価等関係 株式会社さくら銀行

（金額単位：百万円）

期    別     当中間連結会計期間末（平成11年９月30日現在)

中間連結貸借 時   価 評価損益

種    類 対 照 表 価 額 うち評価益 うち評価損

有  価  証  券 債 券 653,420 622,815 △  30,604 3,643 34,247

株 式 3,068,291 3,366,603 298,312 592,005 293,693

そ の 他 453,853 445,739 △  8,114 2,439 10,553

   合                 計 4,175,565 4,435,158 259,593 598,087 338,494

（注）１．本表記載の有価証券は、上場有価証券（債券は、国債、地方債、社債であります。）を対象としております。

     　  　なお、上場債券の時価は、主として東京証券取引所の最終価格又は日本証券業協会が発表する公社債店頭（基準）気配

　　　　表に掲載されている銘柄の利回りに基づいて計算した価格によっております。また、「その他」は主として外国債券であり

　　　　ます。

　　　２．「株式」には、自己株式は含まれておりません。なお、自己株式は１，０１６百万円、自己株式の評価損益は８５６百

　　  　万円であります。

      ３．非上場有価証券のうち時価相当額として価格等の算定が可能なものは、次のとおりであります。

（金額単位：百万円）

期    別     当中間連結会計期間末（平成11年９月30日現在)

中間連結貸借 時    価 評価損益

種    類 対 照 表 価 額 相 当 額 うち評価益 うち評価損

有  価  証  券 債 券 1,401,571 1,412,667 11,095 16,341 5,245

株 式 40,680 99,982 59,301 65,024 5,723

そ の 他 102,937 102,394 △  542 2,090 2,633

合                 計 1,545,189 1,615,044 69,854 83,457 13,602

    非上場有価証券の時価相当額は、店頭売買有価証券については日本証券業協会が公表する売買価格等、公募債券について

  は日本証券業協会が発表する公社債店頭（基準）気配表に掲載されている銘柄の利回りに基づいて計算した価格、証券投資

  信託の受益証券については基準価格によっております。なお、「その他」は主として証券投資信託の受益証券であります。

    　４．時価情報開示対象有価証券から除いた有価証券の主なものの中間連結貸借対照表価額は、次のとおりであります。

（金額単位：百万円）

      期    別 当中間連結会計期間末 　

種    類 （平成11年９月30日現在)

有 価 証 券 債 券 386,953

株 式 118,851

そ の 他 386,105

    5.特定取引勘定にて経理しております商品有価証券及び特定取引有価証券につきましては、時価評価を行い、当該評価損益を

     中間連結損益計算書に計上しておりますのでここでの記載を省略しております。

（金銭の信託の時価等関係）

（金額単位：百万円）
           期    別 当中間連結会計期間末（平成11年9月30日現在）

中間連結貸借 時  価  等 評価損益

種    類 対 照 表 価 額 うち評価益 うち評価損

金  銭  の  信  託 107,843 107,725 △  118 118 236

(注)時価等の算定は、以下により金銭の信託の受託者が合理的に算出した価格によっております。

    1.上場有価証券については、主として東京証券取引所における最終価格又は日本証券業協会が発表する公社債店頭（基準）気

　　　配表に掲載されている銘柄の利回りに基づいて計算した価格によっております。

    2.店頭売買株式については、日本証券業協会が公表する売買価格等によっております。



 (添付資料) デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 ＮＯ．２０

株式会社さくら銀行

取引の時価等に関する事項

（１）金  利  関  連  取  引 （金額単位：百万円）

区 当中間連結会計期間末（平成１１年９月３０日現在）

分 種       類 契約額等 時価 評価損益

うち１年超

取 金利先物

売建 14,237,053 1,387,857 14,221,221 15,832

引 買建 9,252,235 53,475 9,236,408 △15,827

金利オプション

所 売建

コール 21,550,208 -

(5,935) 2,073 3,861

プット 7,891,073 -

(2,085) 2,855 △770

買建

コール 14,922,025 -

(1,423) 751 △671

プット 5,958,131 -

(2,392) 2,517 125

店 金利先渡契約

売 建 330,000 - 329,934 65

頭 買 建 330,000 - 329,955 △44

金利スワップ

受取固定・支払変動 40,998,134 16,743,501 861,846 861,846

受取変動・支払固定 31,168,432 6,673,135 △542,898 △542,898

受取変動・支払変動等 53,513 28,784 315 315

そ の 他

売 建 1,247,374 1,234,168

(4,457) 3,550 907

買 建 171,788 158,896

(1,542) 1,175 △366

合     計 322,376

(注）１．時価の算定

    取引所取引につきましては、東京金融先物取引所等における最終の価格によっております。

    店頭取引につきましては、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算定しております。

２．（ ）内は中間連結貸借対照表に計上したオプション料であります。

３．店頭取引中のその他はキャップ、フロア、スワップション取引であります。
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４．特定取引(トレーディング取引）に含まれますデリバティブ取引につきましては、時価評価を行い、

その評価損益を中間連結損益計算書に計上しておりますので上記記載から除いております。

    特定取引に含まれますデリバティブ取引の契約額等は下記のとおりであります。

（金額単位：百万円）

区 当中間連結会計期間末

（平成１１年９月３０日現在）

分 種       類 契約額等 時価

取 金利先物

売建 1,932,678 1,932,298

引 買建 2,426,264 2,425,248

金利オプション

所 売建

コール 1,386,266

(454) 224

プット 1,080,608

(440) 621

買建

コール 553,824

(241) 105

プット 907,624

(327) 394

店 金利先渡契約

売 建 2,641,634 2,642,092

頭 買 建 2,382,758 2,383,021

金利スワップ

受取固定・支払変動 33,170,537 502,134

受取変動・支払固定 28,364,060 △570,741

受取変動・支払変動等 307,357 △12,672

そ の 他

売 建 3,482,126

(13,072) 43,220

買 建 3,380,824

(6,937) 35,449

(注）（  ）内は契約額等に係る当初の受払オプション料であります。



ＮＯ．２２

（２）通  貨  関  連  取  引 （金額単位：百万円）

区 当中間連結会計期間末（平成11年9月30日現在）

分 種       類 契約額等 時価 評価損益

うち１年超

店 通貨スワップ 3,522,963 1,484,115 △28,689 △28,689

うち米ドル 2,628,988 1,130,554 7,532 7,532

頭 うちその他 893,974 353,561 △36,222 △36,222

（注）１．時価の算定

          割引現在価値により算定しております。

    　２．特定取引（トレーディング取引）に含まれますデリバティブ取引については、時価評価を行い、

         その評価損益を中間連結損益計算書に計上しておりますので、上記記載から除いております。       

         　特定取引に含まれますデリバティブ取引の契約額等は下記のとおりであります。

区 当中間連結会計期間末（平成11年9月30日現在）

分 種       類 契約額等 時    価

店 通貨スワップ 4,357,288 18,093

うち米ドル 2,895,478 17,946

うち独マルク 576,137 3,616

頭 うちその他 885,672 △3,469



ＮＯ．２３

 ３．先物為替予約、通貨オプション等につきましては、当中間連結会計期間末に引直しを行い、

    その損益を中間連結損益計算書に計上しておりますので上記記載から除いております。

    　引直しを行っている通貨関連のデリバティブ取引の契約額等は、下記のとおりであります。

（金額単位：百万円）

区 当中間連結会計期間末

（平成11年9月30日現在）

分 種       類 契約額等

取 通貨先物

売   建 298

買   建 21

引 通貨オプション

売     建

    コ ー ル －   

所 ( － )

プ ッ ト －   

( － )

買     建

コ ー ル －   

( － )

プ ッ ト －   

( － )

店 為替予約

売   建 1,787,294

買   建 2,691,495

通貨オプション

売     建

頭 コ ー ル 148,055

(1,732)

プ ッ ト 129,595

(5,945)

買     建

コ ー ル 134,817

(1,290)

プ ッ ト 130,951

(4,083)

（注）（ ）内は中間連結貸借対照表に計上したオプション料であります。



ＮＯ．２４

（３）株  式  関  連  取  引 （金額単位：百万円）

区 当中間連結会計期間末（平成１１年９月３０日現在）

分 種       類 契約額等 時価 評価損益

うち１年超

店

頭 株式関連スワップ 695,208 695,208 25,636 25,636

合     計 695,208 695,208 25,636 25,636

(注）1．時価の算定

取引所取引につきましては、東京証券取引所等における最終の価格によっております。

店頭取引につきましては、割引現在価値やオプション価格最終モデル等により算出しております。

２．特定取引(トレーディング取引）に含まれるデリバティブ取引につきましては、時価評価を行い、その評価損益を

中間連結損益計算書に計上しておりますので上記記載から除いております。

特定取引に含まれるデリバティブ取引の契約額等は下記のとおりであります。

 （金額単位：百万円）

区 当中間連結会計期間末（平成１１年９月３０日現在）

分 種       類 契約額等 時価

取 株式指数先物

売  建 1,972 1,977

引 買  建 7,582 7,591

株式指数オプション

所 売  建 コール 23,783

(284) 302

プット 8,408

(95) 52

買  建 コール 18,098

(269) 301

プット 6,854

(160) 121



ＮＯ．２５

（４）債  券  関  連  取  引 （金額単位：百万円）

区 当中間連結会計期間末(平成11年9月30日現在)

分 種       類 契約額等 時価 評価損益

うち１年超

取 債券先物

売建 148,403 －   148,390 12

引 買建 9,429 －   9,447 17

債券先物オプション

所 売建

コール －   －   

(  －  ) －   －   

プット －   －   

(  －  ) －   －   

買建

コール －   －   

(  －  ) －   －   

プット －   －   

(  －  ) －   －   

店 債券店頭オプション

売 建

頭 コール 50,000 －   

(409) 763 △354

プット 20,000 －   

(63) 0 63

買 建

コール －   －   

(  －  ) －   －   

プット 50,000 －   

(506) 72 △433

合     計 △694

（注）１．時価の算定

          取引所取引につきましては、東京証券取引所等における最終の価格によっております。

          店頭取引につきましては、オプション価格計算モデル等により算定しております。

      ２．（ ）内は中間連結貸借対照表に計上したオプション料であります。



ＮＯ．２６

３．特定取引(トレーディング取引）に含まれますデリバティブ取引につきましては、時価評価を行い、評価損益を中間

　連結損益計算書に計上しておりますので、上記記載から除いております。

    特定取引に含まれますデリバティブ取引の契約額等は、下記のとおりであります。

  （金額単位：百万円）

当中間連結会計期間末

区 （平成11年9月30日現在）

分 種       類 契約額等 時価

取 債券先物

売建 49,426 49,485

引 買建 95,748 96,066

債券先物オプション

所 売建

コール 7,260

(71) 84

プット 10,000

(23) 28

買建

コール 18,300

(201) 181

プット 19,431

(119) 114

店 債券店頭オプション

売 建

頭 コール 266,333

(72) 58

プット 46,970

(1,841) 457

買 建

コール 5,054

(1,740) 2,086

プット 188,473

(99) 1
（注）（ ）内は契約額等に係る当初の受払オプション料であります。


